基調講演１．「日中におけるＲ＆Ｄ連携の深化」

長尾　真　国立国会図書館長
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　ただいまご紹介いただきました長尾でございます。

　今日は日中におけるＲ＆Ｄ連携の深化ということで、余り専門ではございませんが、私、国立国会図書館長になる前は情報通信研究機構の理事長をしておりまして、中国との間でいろいろなことをやってまいりました。そういう経験から少し話をするようにというご指名でございまして、お引き受けをした次第でございます。

　中国における研究開発はここにいらっしゃる皆さん方はよくご存じのことだと存じます。現在は第11期５カ年計画、2006年から2010年ということで進めておられるわけでございまして、研究開発投資はどんどんと増えております。2005年でＧＤＰの1.3％、2010年では2.0％にもっていくという計画のようでございます。

　それから中国の理工系の大学卒業者が100万人、毎年大体出てくるということで、これは大変な人数でございます。日本なんかとはもうはるかに違う人数ということでございますし、また、中国の学生諸君はご存じのとおり、非常によく勉強しますので、大変な有望な人材だというふうに考えられます。

　現在、研究開発に関する要員としては110万人ぐらいがおられるというふうに聞いております。

　今までは中国というのは世界の工場であるというふうに言われたこともございました。けれども、今日では世界の研究開発のセンターになりつつあると、こういうふうに言って間違いがないというふうに考えております。

　そこで、日中のＲ＆Ｄ連携の関係でございます。日本の場合、今日ようやく企業が大学に研究委託をするとか共同研究をやるとか、あるいは大学側から企業に呼びかけていろいろなことをやるということになってきたわけでございますが、中国ではそれが日本よりもはるかに大学、あるいは研究所に依存しているということが言えるかと思います。

　日本の場合は明治以来、今日まで大企業がいろいろなことをやってまいりまして、中央研究所であるとかいろいろな研究開発部門を日本の企業は持っておりますから、日本の大学研究所に100％おんぶする必要はないという状況でございますが、現在の中国の企業の多くはまだまだ研究開発部門というのをしっかりしたものを持っているわけではございません。また、企業の数も非常に多いということがございますので、大学、あるいは研究所にかなり依存していると、こういう関係になっております。

　日本の大学、研究所と中国の大学、研究所との間ではある程度、最近連携が進みつつあります。日本の企業は中国国内に工場も造って大分進出していったわけですが、工場の生産だけでなくて、研究開発もやらなければいけないということで、日本の企業が中国の大学、研究所にいろいろな関係を持つということが非常に増えてきつつあるというわけでございます。

　そこで、１つずつまいりたいと思います。まず、日本の大学、研究所と中国の大学、研究所との関係ということで、どんなふうになってきているかということにお話を進めたいと思います。1979年12月、日中文化交流協定が結ばれまして、82年には東大の工学部と中国科学技術大学が学術交流を開始しました。

　それから1993年には日本学術振興会の拠点大学交流事業ということで日中の拠点校を増やして研究交流を増進するという施策を打ち立ててやり始めました。最初は人物交流だったのですけれども、1999年ごろから共同研究の方に重点を移行してきました。その主な関心事としましては快適な生活に向けた安全、環境工学の展開、高度情報化社会における私的情報システムの創生ということでございます。これらの計画、推進に関しては、今日おいでいただいています元文部大臣をしておられました有馬先生が大変なご尽力をなさって、日本側もこういうことに向けて活発化してきたというふうに言えるだろうと思います。

　2004年には国立大学が法人化いたしまして、これでもってますます中国との間の交流が活発になってきたというふうにいうことができます。2007年の現在では多数の日本の大学が中国の大学と何らかの関係を持って進めているということができますが、ただ、実質的にどこまで進んでいるかということになりますと、これはまだまだ限られた共同研究であるとか、そういうところにあるわけでございます。

　日本の大学などは中国に事務所を設置しているところがどんどん出てまいりました。先ほどのＪＳＴの中国の事務所というのはかなりしっかりしたことをやっておられますけれども、国立大学では15校、私立大学では９校、研究所が２カ所というのが最近の私の得ているデータでございます。

　例えば九州大学は内モンゴルに日中天然薬物研究センターを設置している。日本学術振興会、あるいは科学技術振興機構はもちろん事務所を作っておられます。そういうところでは日本の学術研究情報の紹介、あるいはその逆方向、また日本の大学等の中国における学術研究活動の支援を学術振興会や科学技術振興機構がやって下さっております。

　それから中国の方から日本に対してはどうかということです。清華大学が最近、北九州にコンピューター学部の研究室を設けて出てきておられるということがございまして、教育においても中国の典型的な大学が日本に大いに興味を示して出てきておられます。

　特に北九州のあたりでは半導体関係の研究者がたくさんおりますので、そことの連携を念頭に置いたものということでございます。

　日中共同科学技術研究プロジェクトに関しては、日本側としましては、科学技術振興機構の枠組みでやっているのがいろいろあります。科学技術振興機構の枠組みでやっているプロジェクトとして、日本側は北大、筑波大、東大、足利工大、長岡科学技術大学などがございまして、中国側は中国科学院、清華大学、北京工業大学、西安科学技術大学、中国科学技術大学等々がございます。例えば北大とどこどこがやっている、というふうにいろいろなたすきがけがあるわけでございます。

　これ以外にＪＳＴであるとか、あるいは各大学が個別的にいろいろやっているというのはまだまだたくさんあるわけでございます。

　それで、どういう連携をやっているかということです。日本側は重点領域としてはライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー、材料といったことに関心が高いわけでございます。それに対して中国側はエネルギー資源、生態環境、医療衛生、公共安全、戦略と政策研究といったところに関心が深いということで、少し関心の重点の置き方、力点の置き方がずれているということがあるわけです。

　しかしながら、そういうところをうまくとらえて、お互いにやる必要がある共通のテーマをうまく見つけていくというのがこれからの大きな課題かと思います。

　それから、中国の科学技術レベルというのは今までは日本と比べて少し低いんじゃないかという印象を持っている方も多かったと思うのですけれども、大きな誤りでございまして、非常に技術レベルが高うございます。アメリカで大活躍をしておられた中国の研究者が大量に中国に戻ってきておられますし、そうでなくても自力でいろいろな研究グループを作ってやっておられる大学が重点７大学とか重点９大学とか言われている大学を中心にして多いわけでございます。

　そういったことを考えますと単発的な技術交流ということでなくて、もっと長期的視野に立って人材戦略を考えていくというのが大学と大学の間の連携には必要ではないか。あるいは、中国に特有の問題に焦点を当てていろいろやっていく。例えば、環境であるとか農業問題であるとか天然資源の問題というような課題があろうかと思います。

　その例としまして、私、元京都大学におりましたので、京都大学と中国の大学との連携を１つの例として少しお話させていただきます。連携大学としては、北京大学、清華大学、復旦大学、浙江大学、南京大学、中国科学技術大学、武漢大学等々、有力な大学ほとんどすべてと連携をしております。

　それから京都大学上海センターというのを設置いたしました。これは私が京都大学の総長をしておりましたときに、復旦大学のご理解のもとに設定したわけでございます。復旦大学には日本研究センターというのがございまして、そこに部屋を借りまして、復旦大学の先生方と共同でやるということにしたわけでございます。

　特にこの京都大学上海センターの特徴といいますのは、経済、経営分野の連携というのを中心にしております。京都大学側は経済学部が中心になっておりまして、復旦大学もそういう関係の先生方が中心になっておられまして、共同研究をやる。特に上海とか浙江省とかあの辺は日本企業もたくさん行っておりますし、中国におけるインダストリアルゾーンでもございますので、そういうところをきちっと調査する。そういうことによって中国の南の方の経済の活発な状況というのをうまく把握して、そして世界の中における中国の長江デルタあたりの工業ゾーン、あるいは経済ゾーンというのがどういう働きを今後していくであろうかということを中心に研究をするとかです。

　それから、ハイスピード回線を京都大学との間につないでおりますので、授業の交換を復旦大学と京都大学がやっております。経済関係の講義を中国の先生が京都大学の大学院の学生にセミナーの形で与えるとか、あるいは京都大学の先生が復旦大学の学生にセミナーをして与えるとか、そういう学生の授業関係の相互交流を大学院を中心にやっております。また共同研究、調査もやっておりまして、かなり成果が上がっております。

　それからそのほかに環境技術共同研究教育センターというのを深圳に設けております。深圳もご存じのとおり急速に発展してきた特区でございまして、いろいろな企業が立地しているところでございますので、環境の問題ももちろんあるわけでございます。

　それから最近リエゾンオフィスを設けて清華大学のインダストリアルゾーンに立地しております。

　こういったことは決して京都大学だけではなくて東京大学なんかももっともっと熱を入れてやっておられますし、ほかの大学もやっているということでございます。

　ちなみに京都大学における中国人学生、あるいは研究者の数でございますけれども、京都大学には学生数といたしまして大体２万3000人おりますけれども、外国から来ている学生は全部で1300人ぐらい。そのうち博士課程の学生が圧倒的に多くて、そのうち中国人の学生諸君は200名。修士課程の学生はこの半分ぐらい。それから、学部の学生や研究生とか大学院にこれから入ろうとして準備教育を受けている人たちがおります。

　ですから圧倒的に中国の学生諸君が多い。そしてまた、一番よく勉強をする。成果もよく上げてくれております。

　研究者としましては、去年の時点だったと思いますけれども、255名の学者がおられるうち、41名が中国からの学者でございます。学者と研究者を合わせて、全部で110名ぐらいの中国からの方が京都大学で活動しておられるというような状況でございます。

　京都大学の場合は国際的な産学連携、産学公連携の取り組みというのは熱心にやっておりまして、これは清華大学の正門の入り口にありますインダストリアルゾーンにセンターを設けさせてもらっております。また、清華大学がスポンサーになっているホールディングカンパニーがありまして、その下にたくさんの企業が、関連企業、清華大学が生み出したベンチャー企業などがここに属しておりますが、それがこのセンターにちゃんと関係しています。

　それに対して京都大学の場合は京都府、京都市等々を中心にして国内のいろいろなベンチャー企業とか地域の人たちとの連携をとっておりまして、京都大学のリエゾンオフィスを設けております。これは京都大学の桂キャンパスというところに位置しております。

　そこと清華大学のこのセンターとがいろいろな形で常時連絡をとり、日中産学官連携のプロジェクトをどんどん推進しようという形でやっております。今年の10月には環境とか水とか電気、自動車関係の人たちが多数北京を訪れまして、清華大学とかいろいろなところと連携をとるようなことを議論したようでございます。12月には一方、中国側から京都にやって来てまたやるというようでございます。

　そんなのは１つの例でございまして、多くの大学がもっともっといろいろなことを中国との間でやり始めていまして、これが実質的な成果に結びついていくのはこれからだということかと思います。

　さて、次は日本の企業と中国の大学、研究所との間の関係でございます。その場合、いろいろな企業が中国でいろいろな形で共同して研究開発を行っているわけでございます。やはり日本と中国の間には物の考え方の差というものがあります。これは厳然とした事実でございまして、これをよく認識する必要がございます。

　中国の企業は大学とか研究所にかなり頼っている面があります。それに対して日本の場合は古い企業であればあるほど、自分の研究所をちゃんと持ってやっているというようなことがございますので、日本の大学はどうしても開発研究というよりは基礎研究の方に偏って今までやってきました。

　それに対して中国の場合は新しい企業が多うございますから、大学とか研究所において開発に当たるところまで一生懸命やって、そして企業に渡すとか、大学からベンチャーを育てていくとか、そういったことを積極的にやるというのが現在の中国側の状況かと思っております。

　ところが最近はそれが徐々に変わってきています。日本の場合は大学が応用研究とか産業化研究の方向に動いています。つまり基礎研究ばっかりではだめだ、もっと産業につないでいかなければならないんだということが声高に言われておりますし、国立大学が法人化されまして、もっともっといろいろなことをしなきゃいけないというので、そういうことで日本の大学は応用の方にいっています。

　それに対して中国の大学は産業界も実力がついてきましたし、世界的にも中国にどんどんいろいろな国から研究開発関係の投資であるとか立地であるとかが行われてきておりますので、中国の大学が徐々に基礎研究の方に移っていきつつあるという、ちょうど正反対の動きが出てきつつあると、そういうふうな傾向があります。これは健全なことではないかというふうに思っております。

　それからもう１つは中国にはやはり何と言いましても意欲的な研究者が物すごくたくさんおられます。研究レベルはもちろん高いわけでございまして、人件費という面では日本よりは確かに安いということで、日本の企業は中国の大学と連携しやすくなってきているということでございます。ですから、もっともっと中国の大学と日本の企業が実質的な連携をやっていくことができる、やっていくのがよいと思われます。

　ただ、そういったときに、特に日本の企業にとって注意すべきことは幾つもあるわけでございます。その１つは、知的財産関係の法律について十分な注意を払わなければいけません。中国で研究開発を一緒にやるといったときに、その成果の所有権はどういうふうになるのかということについては、日本全体として中国の状況について余り勉強できてないといいますか、中国の実情を知らないままに行って適当にやる、というようなことでトラブルが起こるということが十分あり得ます。ですから、中国における知的財産権に関するいろいろなことをきちっと勉強していかなければなりません。

　それは法律とか規則類をきちっと勉強するだけじゃなくて、それがどういうふうに運用されているかということです。北京とか上海とかそういうところではやはりかなりスマートな形で運用されているようですけれども、その地その地における知的財産権のある種の規則があったり、あるいは解釈の仕方が地域によって違っていたりして、北京や上海と同じようなつもりでどこかほかのところへ行ったときにトラブルが起こるというようなこともあり得るわけでございますので、その辺は十分注意しなければいけないということかと存じます。

　それから、技術や材料、実験器具などの日中間の移動には当然ある種の制限、制約があるわけでございまして、そういうことについても考えなければ、よく注意しておかなければなりません。あるいは中国固有の資源の海外への持ち出し制限とか、いろいろなことがあるわけでして、日本の企業はそういうことについて注意はしておられるわけですけれども、まだ不十分であるということかと思います。

　それからもう１つ大事なことは、日本の企業が持っておられる特許を中国でちゃんとエスタブリッシュしなければいけません。つまり、中国において特許を取らないといけないということです。日本の企業が自分の持っている特許をアメリカとかヨーロッパではちゃんと特許として確立しているけれども、中国においては全く特許を確立していなかったということになりますと、その技術については中国は自由に使えるということになりますから、誤解を招く、あるいはトラブルを起こすということがあり得るということです。

　それから、もっと細かい話をいたしますと、日本の特許を中国に出願する場合に当然、中国語に翻訳するわけでございますが、その翻訳が本当に特許が意図している内容、範囲というものをきちっと表現しているかどうか。そういうこともよく注意しないといけないというようなことがございます。この問題についてはいろいろなことがあり得ますので、特に注意をしたいというわけでございます。

　次に、日系企業が最近どの程度Ｒ＆Ｄ拠点を中国に持っているかでございます。工場は確かにいろいろな企業が中国に持っておりますが、Ｒ＆Ｄの拠点を作っているというのはそれほど多くありません。あるいは非常に少ないということかと思います。

　しかも、欧米企業との比較で考えてみますと、日本が余りにも少ないということがわかってまいります。

欧米の企業は中国の研究開発能力というものを高く評価し、またすぐれた多数の研究者の存在というのを認識しております。そして世界の多国籍企業が製造拠点としてだけではなくて、新製品、新技術の開発拠点というものを中国に置き始めています。それから、多国籍企業の研究開発拠点としてはもう既に2005年で750カ所あるという数字が出てきております。

私なんかの一番関心のある情報通信分野で申しますと、マイクロソフト、モトローラ、インテル、ＩＢＭとかの研究所に私も参ったことがございます。中国の新進気鋭のすぐれた研究者が山ほどおられます。それから、清華大学とか北京大学の近くですので、そこの博士課程、あるいはポスドクの人たちを大量に雇って一緒に研究させているというようなことがございまして、猛烈なパワーでございます。

そういうことに対して日系の企業の研究開発拠点というのは46カ所。非常に少なくなっております。

また、国際的な多国籍企業というのは日系の企業に比べて設置拠点の資本金とか人員の数が圧倒的に大きい。日本の場合は10人とか15人とか、小さなものが多いわけでございます。

それからもう１つは欧米企業に比べて日系企業は合弁よりも単独で出資経営している割合が高いということなのです。日系の企業は欧米企業に比べまして共同開発に消極的であって中国の研究開発能力を十分に活用できていないというふうに見ることができます。

中国に投資しました研究開発費ですが、アメリカと日本では数倍の違いがございます。ちょっと統計が古いので現在はどうかというのはちょっとわかりませんけれども、そういう傾向でございます。

それから、日本、米国、ドイツ、フランスを比べたときに企業単独で研究開発拠点を中国に設けているというのは日本は84％、それに対してアメリカは69％、ドイツは74％、フランスは75％というふうに、日本よりもはるかに単独でやっているのは少ないです。

中国のいろいろな方々と共同でやっているとか、あるいは中国の人材を活用するために中国の研究所、大学に寄付をしたり、奨学金を設立したり、研究基金を設立したりするというのはアメリカなんかは相当やっているわけですけれども、日本は非常に少ないです。

日本の企業は中国で生産をして、外国で販売をするということをやっています。欧米企業も当然やっています。その次の段階として中国で生産をして、中国でも販売するというところに日本も力を入れだしました。欧米企業もそうやっていますが、中国で開発をして中国で販売をします。日本は中国で生産をするだけで開発とかのノウハウは母国でやっていたわけです。日本の場合は中国で開発をして、中国で販売するというのは、今始まったところであります。それに対して欧米はもっと進んでおりまして、中国で開発をして、世界で販売をすると、こういうところまでいっているわけでして、日本の場合はもっとそういうところにいく努力が必要だし、今のところそれが足りないんではないかというふうに考えられるわけでございます。

技術流出のリスクというのがもちろん伴います。日本の企業は研究開発機能の海外移転は技術流出を招くということで非常に消極的な考え方を持っています。欧米の企業は人材流動に伴う企業秘密の流出というのは一種のコストとして割り切った考えを持っているという意見の人も多いのです。必ずしも全部じゃないでしょうけれども、そういうふうな見方もあるということです。

それから流出、流出と言いますけれども、中国人の研究者の方々は非常にモラルが高い。これは全くそうだと思います。私も中国の大学の研究者とは何人もつき合いをしておりますけれども、そういう方々というのは物の考え方がしっかりしているし、非常にシャープだし、先進的だし、そしてまた、モラル的にも物すごくきっちりしておられますので、それは安心だというふうに思われます。

そういうふうな認識を持ってこれからやっていく必要があるのではないか。ですから日中の人的交流、相互理解ということが最もこれからの日中のＲ＆Ｄの連携には大切なことであるというふうに存ずる次第でございます。

